様式第１号（第６条関係）
【事業所等用（リースを含む。）】

年　　　月　　　日
　（宛先）山　形　市　長
　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
	郵便番号
	〒

	所在地
	

	企業等（法人）名
	

	             フリガナ
代表者職氏名
	

	電話番号
	


補助金交付申請書
　山形市省エネ高効率設備導入事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、下記のとおり申請します。
記
	１　設置の区分
	□ 自己所有 　□ リース　（□にチェックしてください。）

	２　設備の設置場所
	山形市

	（リースの場合）
	設置する事業所等の所有者等（リース契約の相手方）
　住所
　氏名
　電話番号

	３　設置（納品）予定年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	４　建築物の区分
	□ 店舗　□ 事務所　□ 営業所　□ 倉庫
□ その他（　　　　　　　　　　　　　）
（□にチェックしてください。）


	５　設備の経費・補助金の額

	⑴
	設備の種別
	□ 高効率空調機器　　□ 地中熱利用空調機器
□ 高効率照明機器　　□ 高効率給湯機器
（□にチェックしてください。）

	
	設置区分
	□ 新規　□ 更新

	
	メーカー
	
	型番
	

	
	購入・発注予定事業者
	購入・発注予定事業者住所

	
	
	

	
	①　本体購入価格（税抜）
	円

	
	②　その他経費（税抜）　※
	円

	
	③　小計（補助対象経費）（①＋②）
	円

	
	④　補助金交付予定額（③×１／２）　上限５０万円
 （千円未満切捨て）
	円

	⑵
	設備の種別
	□ 高効率空調機器　　□ 地中熱利用空調機器
□ 高効率照明機器　　□ 高効率給湯機器
（□にチェックしてください。）

	
	設置区分
	□ 新規　□ 更新

	
	メーカー
	
	型番
	

	
	購入・発注予定事業者
	購入・発注予定事業者住所


	
	
	

	
	①　本体購入価格（税抜）
	円

	
	②　その他経費（税抜）　※
	円

	
	③　小計（補助対象経費）（①＋②）
	円

	
	④　補助金交付予定額（③×１／２）　上限５０万円
    （千円未満切捨て）
	円

	⑶
	設備の種別
	□ 高効率空調機器　　□ 地中熱利用空調機器
□ 高効率照明機器　　□ 高効率給湯機器
（□にチェックしてください。）

	
	設置区分
	□ 新規　□ 更新

	
	メーカー
	
	型番
	

	
	購入・発注予定事業者
	購入・発注予定事業者住所

	
	
	

	
	①　本体購入価格（税抜）
	円

	
	②　その他経費（税抜）　※
	円

	
	③　小計（補助対象経費）（①＋②）
	円

	
	④　補助金交付予定額（③×１／２）　上限５０万円
    （千円未満切捨て）
	円


	⑷
	設備の種別
	□ 高効率空調機器　　□ 地中熱利用空調機器
□ 高効率照明機器　　□ 高効率給湯機器
（□にチェックしてください。）

	
	設置区分
	□ 新規　□ 更新

	
	メーカー
	
	型番
	

	
	購入・発注予定事業者
	購入・発注予定事業者住所

	
	
	

	
	①　本体購入価格（税抜）
	円

	
	②　その他経費（税抜）　※
	円

	
	③　小計（補助対象経費）（①＋②）
	円

	
	④　補助金交付予定額（③×１／２）　上限５０万円
    （千円未満切捨て）
	円

	⑸
	補助金交付予定合計額（⑴から⑷までの④の合計）　
上限１５０万円
	円

	６　補助金の振込先
金融機関名
支店名
口座番号
預金の種類
□ 普通　　□ 当座
本人口座名義
（カタカナで記入）


	７　添付書類
	提出の際は、添付書類を順番に並べて提出してください。

	（自己所有の場合）
	⑴ 誓約書兼同意書（別記様式第２号）
⑵ 補助対象経費の額が分かる書類（見積書等の写し）
⑶ 補助対象設備の設置を行う前の状況の写真
⑷ 既設設備の品番及び性能を確認することができる書類（製品ラベルの写真やカタログ等）（更新の場合に限る。）
⑸ 補助対象設備の性能を確認することができるカタログ等の書類
⑹ 省ＣＯ２効果を証明する書類
⑺ 登記事項証明書（申請者が個人の場合は、本人の住民票）
⑻ 補助対象設備の設置場所が分かる平面図（併用住宅に補助対象設備を設置する場合に限る。）
⑼ 補助金の振込先の金融機関の通帳等の写し
⑽ その他市長が必要と認める書類

	（リースの場合）
	⑴ 誓約書兼同意書（別記様式第２号）（申請者及び補助対象設備を設置する事業所等の所有者等の２通）

⑵ 補助対象経費の額が分かる書類（見積書等の写し）
⑶ 補助対象設備の設置を行う前の状況の写真
⑷ 既設設備の品番及び性能を確認することができる書類（製品ラベルの写真やカタログ等）（更新の場合に限る。）
⑸ 補助対象設備の性能を確認することができるカタログ等の書類
⑹ 省ＣＯ２効果を証明する書類
⑺ 登記事項証明書（申請者が個人の場合は、本人の住民票）
⑻ 補助対象設備を設置する事業所等を有する企業等の登記事項証明書（補助対象設備を設置する事業所等を有するものが個人の場合は、本人の住民票）
⑼ リース計算書等（補助金額相当額がリース料金から控除されることを確認することができる書類）
⑽ 補助対象設備の設置場所が分かる平面図（併用住宅に補助対象設備を設置する場合に限る。）
⑾ 補助金の振込先の金融機関の通帳等の写し
⑿ その他市長が必要と認める書類


※その他経費：設備の購入費以外で地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和４年３月３０日付け環政計発第２２０３３０３号）別表第１に定めるもの 
